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決算取締役会開催日 平成 15 年 5 月 19 日 
米国会計基準採用の有無  無 
 
 
１． 15 年 3 月期の連結業績（平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日）      [百万円未満切捨] 
(1)連結経営成績  
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

33,564     6.9 
31,384     7.3 

3,539     3.5 
3,418    △2.6 

3,380     1.6 
3,326    △3.2 

 
 

 当期純利益 
１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        
株 主 資 本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

     百万円   ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％ 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

1,670   6.4 
1,569  △17.3 

79.50 
75.94 

― 
― 

5.3 
5.1 

8.9 
9.0 

10.1 
10.6 

(注) ①持分法投資損益 15 年 3 月期 - 百万円 14 年 3 月期 - 百万円 
     ②期中平均株式数(連結) 15 年 3 月期  20,673,049 株    14 年 3 月期   20,673,943 株    
     ③会計処理の方法の変更 有  
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

39,046   
36,926   

31,870   
30,659   

81.6 
83.0 

1,540.39  
1,483.00  

(注) 期末発行済株式数(連結) 15 年 3 月期 20,672,361 株    14 年 3 月期 20,673,722 株 
  
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

2,255    
1,596    

△1,771    
281    

△330    
△355    

11,745    
11,707    

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数  ６社  持分法適用非連結子会社数  ０社  持分法適用関連会社数  ０社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況  
連結 (新規) ０社  (除外) ０社   持分法 (新規) ０社 (除外) ０社 
 
 
２．16 年 3 月期の連結業績予想（平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日） 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

中 間 期 
通    期 

15,500 
34,500 

1,200 
3,500 

630 
2,050 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  ９７円８６銭 
 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、今後様々な
要因によって実際の業績は予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項は、
添付資料６ページから７ページをご参照下さい。 
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１． 企業集団の状況 

 

当社の企業集団は、当社および子会社８社で構成され、一般インターホン機器、セキュリ

ティインターホン機器、テレビインターホン機器、ケアインターホン機器および情報通信機

器等の電気通信機器の製造・販売を主な内容とし、さらに各事業に関連する据付工事、請負、

修理等の事業活動を展開しております。 

当企業集団の各社の事業に係る位置づけは次のとおりであります。 

当社が電気通信機器を製造・販売するほか、海外ではタイのアイホンコミュニケーション

ズ（タイランド）が製品の生産を行い、中国においては愛峰香港有限公司が製品の委託生産

や部品の販売をしております。当社製品の一部は、海外子会社アイホンコーポレーションが

北米において、当社の企業集団外の販売先（商社）を経由して輸入販売をするとともに、海

外子会社アイホンヨーロッパおよびその子会社であるアイホンＳ.Ａ.、アイホンコミュニケ

ーションが欧州において販売をしております。 

また、国内の子会社においては、共同電機(株)が当社製品の生産と基板の加工を、(株)シ

グマ電機が基板の加工を行っております。 

なお、当社製品の設計の一部を行っていた(株)コムデザインとは平成 15 年３月 27 日付で

資本関係を解消しております。 

事業の系統図は次のとおりであります。（平成 15 年３月末現在）  

当　　   　　　社

輸出業者国内販売業者

共

同

電

機

(

株

)

(

株

)

シ

グ

マ

電

機

製
品
等

電 気 通 信 機 器
製品等 部

品

(海外販売)

(海外委託生産)
製
品
等

(海外販売)

(海外販売)

製
品
・

基
板
加
工

連結子会社

ア イ ホ ン ヨ ー ロ ッ パ
(ベルギー)

(中国)

連結子会社

愛 峰 香 港 有 限 公 司

連結子会社

アイホンコミュニケーション

ア 　 イ 　 ホ 　 ン 　 Ｓ . Ａ .
(アイホンヨーロッパの子会社)

(フランス)

(ドイツ)

(海外生産)

製品等
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製品等

海　
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２．経営方針 

 

(1)経営の基本方針 

当社は昭和２３年の創業以来、インターホンや電話機を中心とした通信機器の専門メーカ

ーとして事業を展開し今日に至っております。 

基本方針は、経営理念「自分の仕事に責任を持て 他人に迷惑をかけるな」のもと、開発か

ら生産・販売・アフターサービスに至るまで一貫して行い、お客様に満足していただける商

品づくりを行うことにあります。 

また、経営ビジョン「コミュニケーションとセキュリティの技術で社会に貢献する」のも

と、「新しい安心をかたちに」をスローガンとして掲げ、新しい安心を実感できる製品を世

に送り出し、社会の発展に貢献していきたいと考えております。 

 

(2) 利益配分に関する基本方針 

当社では、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要な政策と位置づけるとともに、将来

の企業体質の強化および安定的な利益確保のため内部留保に努めてまいりたいと考えており

ます。 

こうした考え方のもと、当社では普通配当は年間１５円（中間配当７円５０銭、期末配当

７円５０銭）を基本とし、「業績に連動した株主還元」をより明確にするため、その期の業

績に応じた弾力的な配当を実施していきたいと考えております。 

 

(3) 中長期的な経営戦略および課題 

当社では、これまで主要な対象市場を住宅市場、病院市場と位置づけ、商品開発と販売拡

大に努めてまいりました。住宅市場は、新設住宅着工件数が年々減少傾向にありますが、ド

アホンの普及率の上昇や集合住宅システム、テレビドアホン等の新商品を積極的に投入する

ことにより、売上が拡大してまいりました。 

また、わが国では、高齢化が急速に進み、医療、介護、福祉の問題が緊急の課題となって

おります。当社では、高齢社会に対応した施設介護や在宅介護の市場をこれまでの病院市場

に加え、ケア市場として位置づけ、積極的な商品開発と販売拡大に努めてまいりました。 

住宅市場におきましては、防犯・防災に対する関心の高まりを受け、ここ数年進行してい

るドアホンからテレビドアホンへの流れをさらに進め、モノクロからカラーテレビドアホン

へ、また録画機能付きやモバイル対応などの多機能システムへの移行を推進して行くことと、

集合住宅において火災報知設備と連動した集合住宅システムの販売強化や、情報通信社会に

対応した次世代集合インターホンシステムの市場開拓により売上の拡大を図ってまいりたい

と考えております。また新設住宅市場のみならず、既設住宅市場においても買替え需要の掘

り起こしを積極的に推進してまいりたいと考えております。 

ケア市場におきましては、病院や高齢者施設のリニューアル市場に力を入れるとともに、

医療施設の情報化に対応した商品政策や販売政策を積極的に推進してまいります。また、こ

れまで病院用や高齢者施設用の商品で培ってきたノウハウを基に、高齢社会の到来に伴って

ますます増加が予想される高齢者住宅や在宅介護の市場に向けた商品開発や販売政策を推進

し、住宅市場に次ぐ大きな柱として育ててまいりたいと考えております。 

また、海外市場におきましては、各地域のニーズに合った商品の開発を積極的に進めると

ともに販売体制の整備や販売政策を強化することにより売上を拡大してまいります。 

一方、利益面におきましては、市場競争の激化に伴い販売価格の低下が進むと予想されま

すが、設計の見直しによる部品の共通化や海外調達部品の採用ならびに海外生産の拡大等に

よりコストの削減を図り利益の確保に努めてまいります。 
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(4) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社では、激動する経営環境の中、株主の皆様のご期待にお応えする企業経営を行うため、

企業競争力強化の観点から経営判断の迅速化を図るとともに、経営の健全性向上の観点から

経営のチェック機能の充実を図ることにより企業価値を継続的に高めていくことが経営上

の最も重要な課題の一つと位置づけております。 
現在、社長はじめ８名の取締役が営業、技術、生産、管理の４本部およびその他５部門に

おいて、業務執行権限を持つ取締役としてその任にあたっております。そのため、担当本部・

部門の実情に応じた迅速かつ的確な意思決定、業務執行および正確な情報収集を行っており

ます。 
一方、常勤監査役も交えて開催される月２回の経営会議において、各取締役の業務執行状

況等が詳細に報告され、その報告に基づく意思決定が行われるとともに、他の取締役の意思

決定、業務執行に対する監視機能の役割を果たしております。 
 

(5) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバ

ナンス体制の状況 
・監査役制度を採用しております。 
・社外取締役は取締役９名中０名、社外監査役は監査役３名中２名であります。 
・社外監査役の専従スタッフは特に定めておりません。 
・各取締役が担当本部・部門の業務執行を行うことにより、その現場に応じ迅速かつ的確

に業務執行が行われております。また、月２回の経営会議において、担当本部・部門に

係わる重要な業務執行の状況等の報告および意思決定がなされるとともに、他の取締役

および常勤監査役が当該業務執行に対する監視を行っております。 
・各取締役が担当本部・部門の業務執行を行うことにより、取締役会等の意思決定に基づ

いた全社的な統制が図られております。 
・顧問弁護士は２法律事務所と顧問契約を結び、必要に応じ当社のコーポレート・ガバナ

ンスに関するアドバイスを受けております。また、会計監査人である監査法人トーマツ

においても、通常の監査を受けるとともに、適宜当社のコーポレート・ガバナンスに関

するアドバイスを受けております。 
 

②会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の

利害関係の概要 
社外取締役は選任しておりません。社外監査役につきましては該当事項はありません。 

 
③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 
当社におきましては、３カ月に１回開催される取締役会および月２回開催される経営会

議を通して、現体制を基に、効率的かつ健全な企業経営を推し進めております。 
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３．経営成績 

 

(1)当期の概況 

当期におけるわが国の経済は、輸出の増加や生産の持ち直しなど、一部に明るい兆しが見

られたものの、不良債権処理の遅れ、民間設備投資の減少、個人消費の低迷など、景気悪化

に歯止めがかからず依然として厳しい状況で推移いたしました。 

また、輸出環境におきましても米国における企業業績悪化懸念からの株価低迷やイラク情

勢の緊迫化等により、世界経済の先行きに一層の不透明感をもたらしました。 

国内の住宅設備の分野におきましては、平成１４年度の新設住宅着工件数において貸家は

２年連続で増加したものの持家や分譲住宅の減少が影響し、前年度比２．４％減の１１４万

５千戸で３年連続のマイナスという厳しい状況にありました｡ 

このような状況の中で、当社はお客様のニーズに応えるべく、新製品の開発と積極的な営

業活動を展開して業績の向上に努めてまいりました。 

当期中の販売状況は、テレビインターホン機器につきましては、防犯に対する関心の高ま

りを受け、従来のモノクロのハンズフリーテレビドアホン１・１形が好調であったことに加

えて、昨年１０月に発売いたしましたハンズフリーカラーテレビドアホン１・１形や防犯機

能を強化したセンサーカメラが連動できる録画・録音機能付のハンズフリーカラーテレビド

アホン２・３形が好調であったことにより前期比１０．２％増と売上を伸ばすことができま

した｡ 

また、ケアインターホン機器につきましては、中小規模の病院・高齢者施設でのハンディ

ナースの需要が伸びたこと、また視認性を高めたＬＣＤ表示型のナースコールシステムの売

上が増加した結果、前期比１６．６％増と大幅に売上を伸ばすことができました。 

さらに情報通信機器につきましても、「生活情報」「セキュリティ」「コミュニケーショ

ン」をキーワードに、情報通信社会に対応した次世代集合インターホンシステムを市場に投

入したことにより売上は前期比１９．６％増と大幅な伸びとなりました｡ 

一方、セキュリティインターホン機器につきましては、集合住宅市場での販売競争の激化

により売上は前期比２．８％減少いたしました。 

主要な海外市場であります米国におきましては、一昨年の同時多発テロ以降、官公庁や一

般企業においてセキュリティの需要が引き続き増加していることや、販売政策として市場の

重点化を図るとともに販売体制を強化したこと、ならびに為替の影響などにより売上が大幅

に増加しました。 

もう一つの主要な海外市場である欧州におきましては、一昨年発売したアパート用インタ

ーホンシステムが順調に推移したことや為替が大きく影響したことなどにより売上は大幅

に増加しました。 

これらの結果、当期の売上高は３３５億６千４百万円（前期比６.９％増）と前期を上回る

ことができました。また、経常利益は３３億８千万円（前期比１．６％増）、当期純利益は

１６億７千万円（前期比６.４％増）とそれぞれ前期を上回ることができました。 

なお、当社単独につきましては、売上高は２９８億９千万円（前期比６．４％増）と前期

を上回ることができました。また、経常利益は市場競争の激化に伴う販売価格の低下や販売

費用等の増加はありましたものの、売上の増加や材料の見直しなどによるコスト削減を進め

た結果３１億７百万円（前期比４．７％増）、当期純利益は投資有価証券評価損が前期より

減少したことにより１６億３千８百万円（前期比１１．５％増）とそれぞれ前期を上回るこ

とができました。 
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 (2)次期の見通し  

今後の見通しにつきましては、日本経済は引き続き厳しい状況にあり、リストラ効果によ

る企業の収益改善は見られるものの、依然として設備投資や個人消費の回復に期待はできず、

景気の先行きに対する不安感は払拭できないまま推移するものと思われます。 

また、世界経済におきましても、中東情勢を巡る不透明感は強く、米国経済の停滞懸念等、

先行きは予断を許さない状況にあります。 

当社を取り巻く環境は、住宅市場におきましては、景気の低迷が続き依然として雇用・所

得環境が厳しいため、新設住宅着工件数の増加は期待できないものの、犯罪の増加や凶悪化

により家庭の防犯意識は高まる傾向にあり、新設住宅のみならず既設住宅においても防犯シ

ステムの需要は増加するものと思われます。 

一方、ケア市場におきましては、病院着工は１９９９年度をピークに３年連続して減少し

ており、今後もこの傾向は続くものと思われます。また、高齢者施設の整備計画は２００１

年度を底に、その後増加傾向にあるものの、全体としては厳しい状況が続くものと思われま

す。 

当社はこのような環境の中で、住宅市場におきましては、引き続きテレビドアホンのカラ

ー化を推進するとともに、防犯ニーズに応えた商品でホームセキュリティ市場を開拓してま

いります。また、既設住宅のリニューアルによる設備の取替え需要に対しても積極的な提案

活動により受注拡大を図ってまいりたいと考えております。 

ケア市場におきましては、病院のリニューアル市場や医療施設の情報化に対応した商品政

策・販売政策を推進するとともに、高齢社会の到来に伴って拡大してきた高齢者施設や高齢

者住宅の市場にも積極的な営業活動を展開し売上の拡大を図ってまいりたいと考えておりま

す。 

また、海外におきましては、引き続きアパート用インターホンシステムなどの新商品やカ

ラーテレビドアホンの販売強化ならびに市場のニーズに対応した新商品の投入により売上を

拡大してまいります。 

さらに市場競争の激化に対応するため、設計の見直しによる部品の共通化や海外調達部品

の採用ならびに海外生産の拡大等によりコストの削減を図り利益の確保に努めてまいります。 

経営ビジョン「コミュニケーションとセキュリティの技術で社会に貢献する」のもと、お

客様志向で市場のニーズに応えた新製品開発、営業展開を進めるとともに、一層の経営合理

化を図り業績の向上に努めてまいります。 

 

 

４．財政状態 

 

(1) 当期の概況 

当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により２２億５

千５百万円増加し、投資活動により１７億７千１百万円、財務活動により３億３千万円それ

ぞれ減少いたしました。その結果として当期末の資金残高は、１１７億４千５百万円（前期

比０.３％増）となりました。 

営業活動によるキャッシュ･フローは、売上の増加と材料の見直しなどによるコスト削減を

進めた結果、税金等調整前当期純利益が３１億６千２百万円（前期比１億８千４百万円増）

と増加したことに加え、仕入債務等の増加（前期比５億６百万円増）などにより２２億５千

５百万円の収入（前期比６億５千９百万円増、４１.３％増）となりました。 

投資活動によるキャッシュ･フローは、有形固定資産の取得による支出５億９千２百万円

（前期比２億４千万円減）や公社債を中心とした投資有価証券の取得による支出１６億６千
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７百万円（前期比１０億３千５百万円増）などにより１７億７千１百万円の支出（前期比２

０億５千３百万円増）となりました。 

財務活動によるキャッシュ･フローは、当社の配当金支払額３億１千万円のほか長期借入金

の返済による支出５百万円（前期比２千８百万円減）により３億３千万円の支出（前期比２

千５百万円減、７.１％減）となりました。 

 

(2)次期の見通し 

営業活動によるキャッシュ･フローのうち税金等調整前当期純利益は、売上の増加とコスト

の削減により増加を見込んでおります。 
投資活動によるキャッシュ･フローのうち設備投資額は、当期並の投資を予定しております。

また、投資有価証券につきましては、将来のペイオフ対策のために債券を取得する予定であ

り増加を見込んでおります。 
財務活動によるキャッシュ･フローは、当社の配当金支払額が増加するものの全体としては

当期と同等となる見込みであります。 
以上の結果、次期の現金及び現金同等物の期末残高は当期より若干増加する見込みで１１

８億円程度を予想しております。 
 

(3)キャッシュ･フロー指標のトレンド 
当企業集団のキャッシュ･フロー指標のトレンドは、次のとおりであります。 

  平成 12 年３月期 平成 13 年３月期 平成 14 年３月期 平成 15 年３月期 

株 主 資 本 比 率 83.1% 83.9% 83.0% 81.6% 
時 価 ベ ー ス の 
株 主 資 本 比 率 

90.1% 62.0% 75.6% 67.3% 

債 務 償 還 年 数 0.2 年 0.3 年 0.3 年 0.2 年 
イ ン タ レ ス ト ･ 
カバレッジ･レシオ 

136.7 153.7 99.5 140.5 

（注） １.各指標の計算式は次のとおりであります。 
株主資本比率 ：株主資本／総資産 
時価ベースの株主資本比率 ：株式時価総額／総資産 
債務償還年数 ：有利子負債／営業キャッシュ･フロー 
インタレスト･カバレッジ･レシオ ：営業キャッシュ･フロー／利払い 

２.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

３.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

４.営業キャッシュ･フローは、連結キャッシュ･フロー計算書の営業活動によるキャッ

シュ･フローを使用しております。 

５.有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利息を支払っている全

ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ･フロ

ー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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５.連結財務諸表等 

(1)連結貸借対照表 
(単位 百万円) 

当連結会計年度 

(平成15年3月31日現在) 

前連結会計年度 

(平成14年3月31日現在) 
増減額 

(△印減) 
期  別 

科  目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

[資産の部]  %  %  

Ⅰ 流 動 資 産 28,679 73.4 27,944 75.7 734 

1. 現 金 及 び 預 金 11,028  10,990  37 

2. 受取手形及び売掛金 10,271  10,016  254 

3. 有 価 証 券 936  1,330  △   393 

4. た な 卸 資 産 5,637  4,901  736 

5. 繰 延 税 金 資 産 626  473  152 

6. そ の 他 193  267  △    74 

 貸 倒 引 当 金 △    15  △    35  20 

       

Ⅱ 固 定 資 産 10,367 26.6 8,981 24.3 1,385 

1. 有 形 固 定 資 産 4,775 12.3 4,793 13.0 △    17 

(1) 建 物 及 び 構 築 物 2,081  2,250  △   169 

(2) 機械装置及び運搬具 194  139  55 

(3) 工 具 器 具 備 品 804  699  104 

(4) 土 地 1,688  1,697  △     9 

(5) 建 設 仮 勘 定 6  6  △     0 

2. 無 形 固 定 資 産 44 0.1 63 0.2 △    18 

(1) 連 結 調 整 勘 定 6  13  △     6 

(2) そ の 他 37  49  △    11 

3. 投資その他の資産 5,547 14.2 4,124 11.1 1,422 

(1) 投 資 有 価 証 券 3,882  2,590  1,291 

(2) 繰 延 税 金 資 産 603  531  72 

(3) そ の 他 1,112  1,053  58 

 貸 倒 引 当 金 △    50  △    50  △     0 

       

資 産 合 計 39,046 100.0 36,926 100.0 2,119 
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(単位 百万円) 

当連結会計年度 

(平成15年3月31日現在) 
前連結会計年度 

(平成14年3月31日現在) 
増減額 

(△印減) 
期  別 

科  目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

[負債の部]  %  %  

Ⅰ 流 動 負 債 5,151 13.2 4,301 11.6 850 

1. 買 掛 金 1,652  1,032  619 

2. 未 払 法 人 税 等 1,059  1,139  △    79 

3. そ の 他 2,439  2,129  309 

       

Ⅱ 固 定 負 債 1,296 3.3 1,241 3.4 54 

1. 繰 延 税 金 負 債 8  2  6 

2. 退 職 給 付 引 当 金 303  312  △     9 

3. 役員退職慰労金引当金 534  511  23 

4. そ の 他 449  415  34 

負 債 合 計 6,448 16.5 5,543 15.0 904 

少 数 株 主 持 分 727 1.9 723 2.0 3 

[資本の部]      

Ⅰ 資 本 金 5,388 13.8 5,388 14.6 － 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 5,383 13.8 5,383 14.6 － 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 23,228 59.5 21,892 59.3 1,335 

Ⅳ 土地再評価差額金 △ 2,239 △  5.8 △ 2,239 △  6.1 － 

Ⅴ その他有価証券評価差額金 41 0.1 48 0.1 △     7 

Ⅵ 為替換算調整勘定 70 0.2 185 0.5 △   115 

Ⅶ 自 己 株 式 △     2 △  0.0 △     0 △  0.0 △     1 

資 本 合 計 31,870 81.6 30,659 83.0 1,211 

負債､少数株主持分及び資本合計 39,046 100.0 36,926 100.0 2,119 
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(2)連結損益計算書 
(単位 百万円) 

当連結会計年度 

(自 平成14年４月 1日至 平成15年３月31日) 
前連結会計年度 

(自 平成13年４月 1日至 平成14年３月31日) 
増減額 

(△印減) 
期  別 

科  目 

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 

  %  %  

Ⅰ 売 上 高 33,564 100.0 31,384 100.0 2,179 

Ⅱ 売 上 原 価 19,855 59.2 18,962 60.4 893 

売 上 総 利 益 13,708 40.8 12,422 39.6 1,286 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 10,169 30.3 9,004 28.7 1,165 

営 業 利 益 3,539 10.5 3,418 10.9 121 

Ⅳ 営 業 外 収 益 122 0.4 168 0.5 △    45 

1. 受 取 利 息 33  45  △    12 

2. 受 取 配 当 金 24  51  △    26 

3. 寮 ・ 社 宅 家 賃 収 入 35  30  5 

4. そ の 他 28  40  △    12 

Ⅴ 営 業 外 費 用 281 0.8 260 0.8 20 

1. 支 払 利 息 11  14  △     2 

2. 売 上 割 引 164  161  2 

3. 為 替 差 損 24  36  △    12 

4. そ の 他 80  47  33 

経 常 利 益 3,380 10.1 3,326 10.6 54 

Ⅵ 特 別 利 益 13 0.0 32 0.1 △    18 

1. 固 定 資 産 売 却 益 －  16  △    16 

2. 投資有価証券売却益 －  1  △     1 

3. 関係会社株式売却益 0  －  0 

4. 保 険 積 立 金 戻 入 益 0  4  △     3 

5. 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 11  10  1 

Ⅶ 特 別 損 失 232 0.7 380 1.2 △   148 

1. 固 定 資 産 除 却 損 16  10  6 

2. 投資有価証券評価損 190  370  △   179 

3. 会 員 権 評 価 損 24  －  24 

4. そ の 他 －  0  △     0 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,162 9.4 2,977 9.5 184 

法人税、住民税及び事業税 1,620 4.8 1,494 4.8 125 

法 人 税 等 調 整 額 △   213 △ 0.6 △   191 △ 0.6 △    22 

少 数 株 主 利 益 85 0.2 104 0.3 △    19 

当 期 純 利 益 1,670 5.0 1,569 5.0 100 
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(3)連結剰余金計算書 
 (単位 百万円) 

当連結会計年度 

(自 平成14年４月 1日至 平成15年３月31日) 
前連結会計年度 

(自 平成13年４月 1日至 平成14年３月31日) 
増減額 

(△印減) 

期  別 

 

科  目 
金  額 金  額 金 額 

［資本剰余金の部］    

Ⅰ 資本剰余金期首残高 5,383 5,383 － 

Ⅱ 資本剰余金期末残高 5,383 5,383 － 

    

［利益剰余金の部］    

Ⅰ 利益剰余金期首残高 21,892 20,656 1,235 

Ⅱ 利益剰余金増加高 1,670 1,569 100 

 当 期 純 利 益 1,670 1,569 100 

Ⅲ 利益剰余金減少高 334 333 0 

1. 配 当 金 310 310 △     0 

2. 取 締 役 賞 与 24 23 0 

Ⅳ 利益剰余金期末残高 23,228 21,892 1,335 
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(4)連結キャッシュ・フロー計算書 
(単位 百万円) 

当連結会計年度 

(自 平成14年4月 1日至 平成15年3月31日) 
前連結会計年度 

(自 平成13年4月 1日至 平成14年3月31日) 
期  別 

 

科  目 
金  額 金  額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

1. 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,162 2,977 

2. 減 価 償 却 費 559 567 

3. 連 結 調 整 勘 定 償 却 額 6 6 

4. 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 ( 減 少 は △ ) △     7 △    49 

5. 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 ( 減 少 は △ ) － △   855 

6. 退職給付引当金の増減額(減少は△) △     9 △    60 

7. 役員退職慰労金引当金の増減額 (減少は△) 23 23 

8. 受 取 利 息 △    33 △    45 

9. 受 取 配 当 金 △    24 △    51 

10. 支 払 利 息 11 14 

11. 投 資 有 価 証 券 評 価 損 190 370 

12. 為 替 差 損 0 － 

13. 有 形 固 定 資 産 除 却 損 16 10 

14. 会 員 権 評 価 損 24 － 

15. 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 △    11 △    10 

16. 売 上 債 権 の 増 減 額 ( 増 加 は △ ) △   283 △   598 

17. た な 卸 資 産 の 増 減 額 ( 増 加 は △ ) △   775 △   195 

18. 仕 入 債 務 等 の 増 減 額 ( 減 少 は △ ) 618 111 

19. 役 員 賞 与 の 支 払 額 △    24 △    23 

20. そ の 他 459 971 

 小 計 3,904 3,161 

21. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 65 91 

22. 利 息 の 支 払 額 △    16 △    16 

23. 法 人 税 等 の 支 払 額 △ 1,698 △ 1,640 

営 業活動によるキャッシュ・フロー 2,255 1,596 

   

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

1. 定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 － 496 

2. 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △     0 △   161 

3. 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 354 1,246 

4. 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △   592 △   833 

5. 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 25 35 

6. 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △     0 △     0 

7. 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1,667 △   631 

8. 投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 180 306 

9. そ の 他 △    73 △   175 

投 資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,771 281 
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(単位 百万円) 

当連結会計年度 

(自 平成14年4月 1日至 平成15年3月31日) 
前連結会計年度 

(自 平成13年4月 1日至 平成14年3月31日) 
期  別 

 

科  目 
金  額 金  額 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

1. 短 期 借 入 金 の 増 減 額 ( 減 少 は △ ) △     1 △     4 

2. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △     5 △    33 

3. 自己株式の取得または売却による増減額(取得は△) △     1 △     0 

4. 親 会 社 に よ る 配 当 金 の 支 払 額 △   310 △   310 

5. 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △    11 △     7 

財 務活動によるキャッシュ・フロー △   330 △   355 

    

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △   115 154 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少は△) 37 1,676 

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 11,707 10,031 

Ⅶ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 11,745 11,707 
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(5)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社（６社） アイホンコーポレーション、アイホンヨーロッパ、アイホンコミュ

ニケーションズ(タイランド)、愛峰香港有限公司、アイホンＳ.Ａ.、

アイホンコミュニケーション 

 

非連結子会社    共同電機株式会社、株式会社シグマ電機 

上記非連結子会社２社はいずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。 

なお、前連結会計年度まで非連結子会社であった株式会社コムデザインは、平成15

年３月27日付で資本関係を解消しております。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

非連結子会社については、連結純損益および連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がないため、これらの会社すべてに対する投資勘定は持分法

を適用せず、原価法により評価しております。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日はすべて12月31日であります。連結財務諸表の作成にあたっては、

同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

①有価証券   

子会社株式 …… 移動平均法に基づく原価法 

その他有価証券   

・時価のあるもの …… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

・時価のないもの …… 移動平均法に基づく原価法 

なお、債券のうち「取得価額」と「債券金額」との差額の性格が金利の調整と認め

られるものについては、移動平均法に基づく償却原価法（定額法）により原価を算定

しております。 

②デリバティブ …… 時価法 

③たな卸資産   

商品・製品・原材料・仕掛品 …… 主として先入先出法に基づく原価法 

補助材料 …… 最終仕入原価法 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産については当社では定率法、連結子会社では主として定額法によってお

ります。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物    3 ～50年 

機械装置及び運搬具  2 ～15年 

工具器具備品     2 ～15年 
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(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

当社は金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。また、連結子会社は主として特定の債権について回収不

能見込額を計上しております。 

②退職給付引当金 

当社は従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められ

る額を計上しております。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。 

③役員退職慰労金引当金 

当社は役員の退職慰労金の支払に備えるため、次の基準により計上しております。 

・残高基準  ……内規に基づく期末要支給額の100% 

・取崩基準  ……前期末要支給額 

・繰入基準  ……残高基準に達する迄の額 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外連結子会社の資産および負債は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、収益および費用は期中平均相場により円貨に換算し、

換算差額は少数株主持分および資本の部における為替換算調整勘定に含めております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法  

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 (6) 在外連結子会社の採用する会計基準 

在外連結子会社の財務諸表は、それぞれの国において一般に公正妥当と認められる会

計処理基準に基づいて作成しておりますが、当社が採用している基準と重要な差異はあ

りません。 

 (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 

 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定は、５年間で均等償却しております。 

 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処

分に基づいて作成しております。 

 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金および取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投

資を資金の範囲としております。 
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(6)会計処理の変更 

（研究開発費） 

市場販売目的のソフトウェア開発に係る研究開発費について、従来はすべて発生時に製

造費用として処理しておりましたが、当連結会計年度より一般管理費として処理する方法

に変更いたしました。 

これは、従来は機器組込みソフトウェアを制作しておりましたが、当連結会計年度より

新たにパッケージソフトウェアを制作することとなり、今後ソフトウェアに係る研究開発

費が増加することが予想されることなどから、より適正な期間損益計算を行うために期間

費用として処理することとしたものであります。 

この変更により、従来の方法によった場合に比べ、売上原価は 229百万円少なく、販売

費及び一般管理費は 274百万円多く、営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益

はそれぞれ 45百万円少なく計上されております。 

（自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準） 

「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）が平成

14年４月１日以後に適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準
によっております。これによる当連結会計年度の損益に与える影響はありません。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結貸借対照表の資本

の部および連結剰余金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成しており

ます。また、前連結会計年度につきましても改正後の表示区分に組替えております。 

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等） 
「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成 14年
４月１日以後開始する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用されることになったこ

とに伴い、当連結会計年度から同会計基準および適用指針によっております。これによる

影響は軽微であります。 
 

(7)注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（当連結会計年度） （前連結会計年度） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 7,152百万円 6,828百万円 

２．非連結子会社株式 112百万円 153百万円 

３．土地の再評価 

当社は土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、

事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を資本の部に計上しております。 

・再評価の方法 …… 土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3月

31日公布政令第 119号)第２条第４号に定める当

該事業用土地について地価税法第 16 条に規定す

る地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の

価額を算定するために国税庁長官が定めて公表

した方法により算定した価額に合理的な調整を

行って算出しております。 

・再評価を行った年月日 …… 平成 14 年３月 31 日 

・再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額 

…… △ 46 百万円 

なお、再評価後の帳簿価額のうち218百万円は、投資その他の資産の「その他」に含

まれております。 
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 （当連結会計年度） （前連結会計年度） 

   

４．受取手形裏書譲渡高 1,326百万円 1,202百万円 

   

５．自己株式の保有数 

連結会社が保有する自己株式の数は、次のとおりであります。 

普 通 株 式 1,767株  

 

６．連結会計年度末日満期手形の処理 

前連結会計年度末日が金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われたものとし

て処理しております。連結会計年度末日満期手形の金額は、次のとおりであります。 

受 取 手 形 －百万円 359百万円 

裏 書 手 形 －百万円 117百万円 

 

 

（連結損益計算書関係） 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度） 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は、次のとおりであります。 

販 売 促 進 費 1,242 百万円 1,178 百万円 

消 耗 ・ 修 繕 費 1,051 百万円 836 百万円 

貸 倒 引 当 金 繰 入 4 百万円 2 百万円 

給 与 手 当 及 び 賞 与 4,147 百万円 3,792 百万円 

退 職 給 付 費 用 102 百万円 85 百万円 

役員退職慰労金引当金繰入 24 百万円 23 百万円 

 

２．一般管理費および当期総製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。 

一 般 管 理 費 344 百万円 163 百万円 

当 期 総 製 造 費 用 1,212 百万円 1,541 百万円 

計 1,556 百万円 1,705 百万円 

 

３．固定資産除却損の内訳 

建 物 及 び 構 築 物 4 百万円 1 百万円 

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 4 百万円 0 百万円 

工 具 器 具 備 品 7 百万円 8 百万円 

計 16 百万円 10 百万円 

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 11,028百万円 10,990百万円 

有価証券のうち運用期間が3ヶ月以内の投資信託、公社債投信 717百万円 717百万円 

現金及び現金同等物 11,745百万円 11,707百万円 
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６．セグメント情報 

(1)事業の種類別セグメント情報 

当連結会計年度（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日） 

当社および連結子会社は、電気通信機器を製造・販売する単一の事業分野において営業活

動を行っておりますので、事業の種類別セグメント情報は作成しておりません。 

 

前連結会計年度（自 平成13年4月1日 至 平成14年3月31日） 

当社および連結子会社は、電気通信機器を製造・販売する単一の事業分野において営業活

動を行っておりますので、事業の種類別セグメント情報は作成しておりません。 

 

(2)所在地別セグメント情報 

当連結会計年度（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日） 
（単位 百万円） 

 日 本 米 国 
その他 

の地域 
計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ 売 上 高 及 び 営 業 損 益       

売 上 高       

(1)外部顧客に対する売上高 29,208 2,897 1,457 33,564 － 33,564 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 681 － 1,328 2,010 ( 2,010) － 

計 29,890 2,897 2,786 35,574 ( 2,010) 33,564 

営 業 費 用 26,767 2,585 2,677 32,029 ( 2,004) 30,024 

営 業 利 益 3,122 312 109 3,544 (     5) 3,539 

Ⅱ 資   産 36,212 1,950 2,344 40,508 ( 1,462) 39,046 

（注）１．資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は、当連結会計年度285百万円

であります。その主なものは、長期投資資金（投資有価証券）のうち銀行株および連結調整

勘定であります。 

２．国または地域の区分の方法…地理的近接度によっております。 

３．その他の地域に属する主な国または地域…ベルギー､フランス､ドイツ､中国(香港)､タイ 

４．「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より市場販売目的のソフトウェア開発

に係る研究開発費について、製造費用として処理する方法から一般管理費として処理する方

法に変更しております。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、「日本」につい

て営業利益が45百万円少なく計上されております。 

 

前連結会計年度（自 平成13年4月1日 至 平成14年3月31日） 
（単位 百万円） 

 日 本 米 国 
その他 

の地域 
計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ 売 上 高 及 び 営 業 損 益       

売 上 高       

(1)外部顧客に対する売上高 27,509 2,576 1,298 31,384 － 31,384 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 570 － 654 1,225 ( 1,225) － 

計 28,079 2,576 1,953 32,609 ( 1,225) 31,384 

営 業 費 用 25,118 2,221 1,904 29,244 ( 1,277) 27,966 

営 業 利 益 2,961 355 48 3,365 52 3,418 

Ⅱ 資   産 34,193 1,899 1,933 38,027 ( 1,100) 36,926 

（注）１．資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は、当連結会計年度476百万円

であります。その主なものは、長期投資資金（投資有価証券）のうち銀行株および連結調整

勘定であります。 

２．国または地域の区分の方法…地理的近接度によっております。  

３．その他の地域に属する主な国または地域…ベルギー､フランス､ドイツ､中国(香港)､タイ  
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(3)海外売上高 

（単位 百万円） 

当連結会計年度 

(自 平成14年４月 1日至 平成15年３月31日) 
前連結会計年度 

(自 平成13年４月 1日至 平成14年３月31日) 
期 別 

 

科 目 
北 米 

その他 

の地域 
計 北 米 

その他 

の地域 
計 

Ⅰ 海  外  売  上  高 4,307 1,976 6,284 3,802 1,773 5,576 

Ⅱ 連  結  売  上  高 － － 33,564 － － 31,384 

Ⅲ 連結売上高に占める 

 海 外 売 上 高 の 割 合 
12.8 5.9 18.7 12.1% 5.7% 17.8% 

(注)１．国または地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国または地域 

(1)北    米…米国、カナダ 

(2)その他の地域…ベルギー、フランス、ドイツ、中国、オーストラリア、サウジアラビア 

３． 海外売上高は､当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高の合計額（た

だし、連結会社間の内部売上高を除く）であります。 

 

７．リース取引 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

  （当連結会計年度） （前連結会計年度） 

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

取 得 価 額 相 当 額 工具器具備品 466 百万円 459 百万円 

 そ の 他 142 百万円 109 百万円 

 合 計 608 百万円 569 百万円 

    

減価償却累計額相当額 工具器具備品 192 百万円 237 百万円 

 そ の 他 32 百万円 79 百万円 

 合 計 224 百万円 316 百万円 

    

期 末 残 高 相 当 額 工具器具備品 273 百万円 222 百万円 

 そ の 他 110 百万円 30 百万円 

 合 計 384 百万円 252 百万円 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、｢支払利子込み法｣により算定しております。 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

一 年 内  120 百万円 93 百万円 

一 年 超  263 百万円 159 百万円 

合 計  384 百万円 252 百万円 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料  118 百万円 127 百万円 

減 価 償 却費相当額  118 百万円 127 百万円 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

           リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。  

 

８．関連当事者との取引 

   

該当事項は、ありません。 
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９．税効果会計 

(1)繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
  平成15年3月31日現在 

（流動資産）   

・ 繰延税金資産   

 貸 倒 引 当 金 限 度 超 過 額  2百万円 

 賞 与 引 当 金 限 度 超 過 額  345百万円 

 た な 卸 資 産  30百万円 

 未 払 費 用  51百万円 

 未 払 事 業 税  93百万円 

 未 払 事 業 所 税  9百万円 

 たな卸資産の未実現利益消去  83百万円 

 そ の 他  10百万円 

 繰 延 税 金 資 産  合 計  628百万円 

・ 繰延税金負債   

 圧 縮 記 帳 準 備 金  △     1百万円 

 そ の 他  △     0百万円 

 繰 延 税 金 負 債  合 計  △     1百万円 

・ 繰 延 税 金 資 産 の 純 額  626百万円 

（固定資産）   

・ 繰延税金資産   

 土 地 再 評 価 差 額 金  905百万円 

 退 職 給 付 引 当 金  34百万円 

 役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金  216百万円 

 貸 倒 引 当 金 限 度 超 過 額  8百万円 

 減 価 償 却 費  394百万円 

 投 資 有 価 証 券 評 価 損  8百万円 

 会 員 権 評 価 損  20百万円 

 そ の 他  4百万円 

 繰 延 税 金 資 産  小 計  1,592百万円 

 評 価 性 引 当 額  △   947百万円 

 繰 延 税 金 資 産  合 計  644百万円 

・ 繰延税金負債   

 圧 縮 記 帳 準 備 金  △    13百万円 

 そ の 他  △    28百万円 

 繰 延 税 金 負 債  合 計  △    41百万円 

・ 繰 延 税 金 資 産 の 純 額  603百万円 

（固定負債）   

・ 繰延税金負債   

 減 価 償 却 費  8百万円 

 繰 延 税 金 負 債  合 計  8百万円 

・ 繰 延 税 金 負 債 の 純 額  8百万円 

    

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別

の内訳 
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異はありません。 
 

(3)地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公布され
たことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産および繰延税金負債の計算（ただし、平成

16年４月１日以降解消が見込まれるものに限る。）に使用した法定実効税率は、前連結会
計年度の41.90%から40.44%に変更しております。その結果、繰延税金資産の金額（繰延税

金負債の金額を控除した金額）が16百万円減少し、当連結会計年度に計上された法人税等
調整額が17百万円、その他有価証券評価差額金が1百万円、それぞれ増加しております。 
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10．有価証券 

当連結会計年度  

１．その他有価証券で時価のあるもの(平成15年3月31日現在) 
   （単位 百万円） 

 種  類 取得原価 
連結貸借対照表 

計上額 
差  額 

(1)株式 389 470 80 

(2)債券    

①国債･地方債等 1,345 1,353 8 

②社債 999 1,008 8 

(3)その他 70 70 0 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

小 計 2,804 2,903 98 

(1)株式 564 535 △  28 

(2)債券    

 社債 101 100 △   0 

(3)その他 80 80 － 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

小 計 745 716 △  28 

合 計 3,550 3,620 69 

当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について 190百万円の減損処理を

行っております。 

なお、当該株式の減損処理は、下落率が40%以上のものはすべて減損処理し、30%以上40%未満

のものについては、回復可能性を勘案し回復可能性がないと判断されたものについて減損処理を

行っております。 

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日) 

  （単位 百万円） 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 

29 － 0 

 

３．時価評価されていない主な有価証券(平成15年3月31日現在) 

その他有価証券                連結貸借対照表計上額 

非上場株式(店頭売買株式を除く)          336百万円 

マネー・マネジメント・ファンド          266百万円 

フリーファイナンシャルファンド          250百万円 

中期国債ファンド                 200百万円 

 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成15年3月31日現在) 
    （単位 百万円） 

区 分 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 

(1)債券     

①国債･地方債等 － 1,353 － － 

②社債 99 1,009 － － 

(2)その他 10 100 － － 

合 計 109 2,464 － － 
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前連結会計年度 

１．その他有価証券で時価のあるもの(平成14年3月31日現在) 
   （単位 百万円） 

 種  類 取得原価 
連結貸借対照表 

計上額 
差  額 

(1)株式 422 517 95 

(2)債券    

社債 697 707 10 

(3)その他 320 322 2 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

小 計 1,439 1,547 108 

(1)株式 640 616 △   23 

(2)債券    

①国債･地方債等 379 379 △    0 

②社債 100 100 － 

(3)その他 70 69 △    0 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

小 計 1,190 1,165 △   24 

合 計 2,629 2,713 84 

当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について370百万円の減損処理を

行っております。 

なお、当該株式の減損処理は、下落率が40%以上のものはすべて減損処理し、30%以上40%未満

のものについては、回復可能性を勘案し回復可能性がないと判断されたものについて減損処理を

行っております。 

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成13年4月1日 至 平成14年3月31日) 

  （単位 百万円） 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 

505 1 8 

 

３．時価評価されていない主な有価証券(平成14年3月31日現在) 

その他有価証券                連結貸借対照表計上額 

マネー・マネジメント・ファンド          266百万円 

フリーファイナンシャルファンド          250百万円 

中期国債ファンド                 200百万円 

 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成14年3月31日現在) 
    （単位 百万円） 

区 分 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 

(1)債券     

①国債･地方債等 ― 379 ― ― 

②社債 ― 797 ― ― 

(2)その他 210 70 70 ― 

合 計 210 1,246 70 ― 
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11．デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益 

(1) 取引の状況に関する事項 

１．取引の内容および利用目的等 

当社は、通常の営業過程における輸出取引の為替相場の変動によるリスクを軽減する

ため、先物為替予約取引および通貨オプション取引を行っております。 

２．取引に対する取組方針 

デリバティブ取引は、主として外貨建ての売上契約をヘッジするためのものであるた

め、外貨建売掛金の範囲内で行うこととし、投機目的のためのデリバティブ取引は行わ

ない方針であります。 

３．取引に係るリスクの内容 

為替予約および通貨オプションは為替相場の変動によるリスクを有しております。 

なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほとん

どないと認識しております。 

４．取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限および取引限度額等を定めた社

内ルールに従い、資金担当部門が行っております。 

５．取引の時価等に関する事項についての補足説明 

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでもデリバティブ取引にお

ける名目的な契約額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取

引のリスクの大きさを示すものではありません。 

 

(2) 取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連 （単位 百万円） 

当連結会計年度末 

（平成15年3月31日現在） 

前連結会計年度末 

（平成14年3月31日現在） 
区分 種類 

契約額等 

契約額等 

のうち 

１年超 

時価 評価損益 契約額等 
契約額等 
のうち 
１年超 

時価 評価損益 

為替予約取引 
 売建 
   ユーロ 
 

 
 
69 
 

 
 
－ 

 
 
70 

 
 

△  0 

 
 
15 

 
 
－ 

 
 
16 

 
 

△  0 
市場取 

引以外 

の取引 

通貨ｵﾌﾟｼｮﾝ取引 
 買建 
  プット 
   ユーロ 
 

 
 
 
28 
(  0) 

 
 
 
－ 
( －) 

 
 
 
 
0 

 
 
 
 

△  0 

 
 
 
15 
(  0) 

 
 
 
－ 
( －) 

 
 
 
 
0 

 
 
 
 

△  0 

合  計 － － － △  1 － － － △  0 

（注）1. 時価の算定方法 

(為替予約取引)   … 為替相場は先物為替相場を使用しております。 

(通貨オプション取引)… 取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

2. 通貨オプション取引については、契約額等の下に（ ）書きでオプション料を記載してお

ります。 
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12．退職給付 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度および退職一時金制度を設けてお

ります。また、一部の連結子会社は確定拠出型の制度を採用しております。 

(2) 退職給付債務に関する事項 (当連結会計年度) (前連結会計年度) 

 (ｲ)退職給付債務 △  1,884百万円 △  1,668百万円 

 (ﾛ)年金資産 1,419百万円 1,331百万円 

 (ﾊ)未積立退職給付債務   (ｲ)+(ﾛ) △    465百万円 △    337百万円 

 (ﾆ)未認識数理計算上の差異 162百万円 24百万円 

 (ﾎ)退職給付引当金     (ﾊ)+(ﾆ) △    303百万円 △    312百万円 

    

(3) 退職給付費用に関する事項 (当連結会計年度) (前連結会計年度) 

 (ｲ)勤務費用 116百万円 108百万円 

 (ﾛ)利息費用 41百万円 39百万円 

 (ﾊ)期待運用収益 △     13百万円 △     25百万円 

 (ﾆ)数理計算上の差異の費用処理額 5百万円 4百万円 

 (ﾎ)退職給付費用 (ｲ)+(ﾛ)+(ﾊ)+(ﾆ) 150百万円 128百万円 

    

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 (当連結会計年度) (前連結会計年度) 

 (ｲ)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準    同左 

 (ﾛ)割引率 2.00％ 2.50％ 

 (ﾊ)期待運用収益率 1.00％ 2.13％ 

 (ﾆ)数理計算上の差異の処理年数 ５年(各連結会計年

度の発生時に

おける従業員

の平均残存勤

務期間以内の

一定の年数に

よ る 按 分 額

を、それぞれ

発生の翌連結

会計年度から

費用処理して

おります。) 

   同左 

   

 

13．継続企業の前提 

 当連結会計年度(自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日) 

   

該当事項は、ありません。 

 



- 25 - 

14．生産、受注及び販売の状況 

(1) 生産実績 
  （単位 百万円） 

期 別 

品 目 

当連結会計年度 

(自 平成14年４月 1日至 平成15年３月31日) 
前連結会計年度 

(自 平成13年４月 1日至 平成14年３月31日) 
一 般 イ ン タ ー ホ ン 機 器 6,326 6,152 

セキュリティインターホン機器 5,572 5,660 

テ レ ビ イ ン タ ー ホ ン 機 器 12,853 11,692 

ケ ア イ ン タ ー ホ ン 機 器 3,649 3,108 

情 報 通 信 機 器 1,760 1,474 

そ の 他 1,270 1,211 

合 計 31,433 29,300 

(注)１．金額は販売価格によっております。 

    ２．当連結会計年度より品目別分類を見直し、従来の「インターホン機器」を「一般インターホ

ン機器」に、「防犯・防災機器」を「セキュリティインターホン機器」に、「視聴覚機器」を「テ

レビインターホン機器」に、「ナースコール機器」を「ケアインターホン機器」に呼称変更し、

一部分類基準も併せて変更いたしました。そのため、前連結会計年度実績を新しい分類基準に

置き換えております。 

 ３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
 
(2) 受注実績 

当社および連結子会社は、主として需要見込による生産方式をとっておりますので記載を省

略しております。 
 
(3) 販売実績 

（単位 百万円） 

期 別 

品 目 

当連結会計年度 

(自 平成14年４月 1日至 平成15年３月31日) 
前連結会計年度 

(自 平成13年４月 1日至 平成14年３月31日) 
一 般 イ ン タ ー ホ ン 機 器 7,300 7,189 

セキュリティインターホン機器 5,488 5,646 

テ レ ビ イ ン タ ー ホ ン 機 器 13,564 12,304 

ケ ア イ ン タ ー ホ ン 機 器 3,671 3,148 

情 報 通 信 機 器 1,742 1,457 

そ の 他 1,797 1,638 

合 計 33,564 31,384 

(注)１．当連結会計年度より品目別分類を見直し、従来の「インターホン機器」を「一般インター

ホン機器」に、「防犯・防災機器」を「セキュリティインターホン機器」に、「視聴覚機器」

を「テレビインターホン機器」に、「ナースコール機器」を「ケアインターホン機器」に呼称

変更し、一部分類基準も併せて変更いたしました。そのため、前連結会計年度実績を新しい

分類基準に置き換えております。 

 ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

 


